
平成２０年度予算の概要

防 衛 省
Ministry of DefenseMinistry of Defense

我が国の防衛と予算





○ 弾道ミサイル迎撃システムの導入と運用本格化にあわせ、運用基盤を充実・強化

主要な装備品・組織等 Ｐ１３

平成２０年度 重点施策
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Ｐ１１

Ｐ１２

○ 海洋の安全確保のため、哨戒能力を向上させた次期固定翼哨戒機（Ｐ－１）を導入
○ 防空能力の強化のため、現有のＦ－１５戦闘機の近代化改修を促進
○ 最先端技術に重点を置いた航空機技術の研究を実施

１ 安全保障環境を踏まえた防衛力の近代化

９ 人材強化の取組と環境対策の推進

○ 自衛隊の人材強化の取組として、子育てと仕事を両立できる職場づくりや働きやす
い環境づくりのための施策を推進

○ 組織改編等を通じて政策立案機能を強化
○ 我が国の防衛上必要な情報を適切に管理・保全するため、情報保全部隊を集約・
統合化

２ 政策立案機能や情報保全機能を強化するための組織作り

○ 一括調達等を活用しつつ、重要な装備品の優先的な取得を効率的に実施
○ 部隊の能力の維持を図りつつ、総人件費改革を推進

４ 効率性と優先度を踏まえた防衛力整備の推進

○ これまでの国際平和協力活動の実績を踏まえ、装備品を改善・充実
○ 国際平和協力活動に係る常日頃からの教育・広報体制を充実

３ 国際社会の平和と安定のための取組

○ テロやゲリラ、特殊部隊による攻撃から大規模災害に至るまでの様々な事態に迅速
な対処を可能とする装備品の整備を推進

６ 新たな脅威や多様な事態等への対応

７ 在日米軍再編のための取組

○ 抑止力を維持しつつ地元の負担を軽減するため、在日米軍の兵力構成見直し等に関
連する措置を的確かつ迅速に実施するための施策を推進

10 基地対策等の推進

Ｐ２

Ｐ４

Ｐ８

Ｐ９

Ｐ６

Ｐ５

５ 弾道ミサイル攻撃への対応 Ｐ７

８ 軍事科学技術の進展と情報通信態勢の構築 Ｐ１０

○ 将来の軍事科学技術の動向を踏まえ、先進的な研究開発事業等を実施

○ 防衛施設と周辺地域との調和を図るため、基地周辺対策を着実に実施するとともに、
在日米軍の駐留を円滑かつ効果的にするための施策を推進

（参考資料）

防衛関係費 Ｐ２１

Ｐ３５

注１：本文中の計数は、装備品等の製造等に要する初度費を除いた経費を表示している。
注２：本文中の計数は、特に記載のある場合を除き契約ベースである。



■ 周辺海域の警戒監視能力の向上

・ 現有の哨戒機（Ｐ－３Ｃ）に比べ、飛行性能、探知性能、静粛性など

が向上した次期固定翼哨戒機（Ｐ－１）４機の取得【新規】

■ 潜水艦への対応

・ 潜水艦の探知・識別・追尾に係る能力強化

・ 浅海域における潜水艦対処の能力の維持・向上

■ 武装工作船等への対応

・ 掃海・輸送ヘリコプター（ＭＣＨ－１０１）３機や特別機動船（Ｓ

Ｂ）の取得などにより特別警備隊等の即応態勢を維持・強化

・ 小型水上船舶に対する監視機能の強化、射撃能力の向上

海洋の安全確保と防空能力の向上のため、能力向上した
装備品の取得・改修を推進するとともに、国産技術力を生
かした先進的研究に着手する。

海洋の安全確保と防空能力の向上のため、能力向上した
装備品の取得・改修を推進するとともに、国産技術力を生
かした先進的研究に着手する。
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１ 安全保障環境を踏まえた防衛力の近代化

海洋の安全確保のための能力向上【１，０５７億円】

ＳＢを用いた特警隊の訓練ＭＣＨ－１０１の着艦

〈Ｐ－１は、Ｐ－３Ｃに比べ、相当程度エンジン音を静粛化〉

被災住民
（物資輸送・急患輸送）

不 審 船
（捜索・追尾・撃破）

水上艦艇
（捜索・追尾・撃破）

潜 水 艦
（捜索・追尾・撃破）

遭難船舶
（捜索・救助） 大規模被災地域 （状況偵察・救助支援）

多目的能力

気象・海象の調査
（海氷観測・海底火山調査等）

Ｐ－１試作機
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防空能力の早期強化【６０９億円】

■ 戦闘機Ｆ－１５の近代化改修（２０機）

・ 近年顕著な周辺諸国の航空戦力の近代化に対応

〔主要な改修内容〕

最先端技術に重点を置いた航空機技術の研究【７０億円】

■ 高運動ステルス機技術のシステム・インテグレーションの研究【新規】

・ これまで蓄積してきた先進的な航空機技術の成果を統合

・ 我が国が得意とする複合材技術等を活用

・ 将来的な小型航空機の技術の向上に寄与

システム・インテグレーション

ステルス技術 エンジン技術

飛行制御技術複合材技術

情報処理能力の向上
（コンピュータの換装）

戦闘状況表示能力の向上
(データリンク端末搭載)

ミサイル性能の向上
(ＡＡＭ－４、５の搭載能力の付与)

探知能力の向上（レーダー換装）



■ 自衛隊情報保全隊の新編【新規】

・ 各自衛隊の情報保全隊を統合し、情報保全機能を集約化した自衛隊

情報保全隊を設置

・ 情報保全隊要員の増強

■ 防衛省カウンターインテリジェンス委員会の設置【新規】

■ 保全点検機材等の整備【一部新規】

■ 教育の充実

２ 政策立案機能や情報保全機能を強化する
ための組織作り

防衛省として、政策立案機能の強化を図るとともに、我
が国の防衛上必要な情報を適切に管理するため保全機能を
強化する。

防衛省として、政策立案機能の強化を図るとともに、我
が国の防衛上必要な情報を適切に管理するため保全機能を
強化する。

情報保全組織の見直し

政策立案機能の強化

■ 防衛政策局防衛政策課「宇宙・海洋政策室」の新設【新規】

■ 人事教育局人事計画・補任課「男女共同参画推進企画室」の新設【新規】

■ 人事教育局「給与課」の新設【新規】

防衛省カウンターインテリ
ジェンス委員会（仮称）

自衛隊情報保全隊（仮称）

地域担当部隊（５個）

統合幕僚長 各 幕 僚 長

防 衛 大 臣

中 央 部 隊
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※ 新設組織の名称については、全て仮称である。



これまでの国際平和協力活動の実績を踏まえ、装備品の
改善・充実を実施するとともに、教育・広報体制の充実等
を図る。

これまでの国際平和協力活動の実績を踏まえ、装備品の
改善・充実を実施するとともに、教育・広報体制の充実等
を図る。

３ 国際社会の平和と安定のための取組

■ 国際平和協力活動のための装備品の改善

・ 車両等の国際活動仕様化

・ 先遣隊用の各種コンテナ整備【新規】

・ 夜間洋上補給用スポットライト整備【新規】

・ 輸送機への自己防御装置の整備 等

これまでの実績を踏まえた改善・充実

高機動車（国際平和協力活動用）

防弾板

ランフラットタイヤ

断熱シート

ワイヤーカッター

国際平和協力活動に係る教育・広報と防衛交流の充実

■ 国際平和協力活動のための教育・広報基盤の整備【新規】

・ 我が国及び諸外国の活動状況の展示

・ 国際平和協力活動に関する教育と研究・交流

■ 防衛交流の推進【一部新規】

（日豪防衛・外務閣僚協議、日米豪３カ国協議、

多国間会議の開催 ）

■ 国際平和協力活動に係る教育訓練の推進

・ 多国間訓練（コブラゴールド）への参加

・ 国際平和協力演習の実施

Ｃ－１３０Ｈ輸送機（イラク派遣仕様）

予算額 ２１７億円
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（教育・広報施設のイメージ）

洋上補給中の補給艦



■ ８９式小銃

陸自隊員の個人能力の早期向上のため、約２万丁を一括調達

■ 次期固定翼哨戒機（Ｐ－１）

周辺海域の警戒監視能力の向上のため、２ヵ年分４機を一括調達

■ 掃海・輸送ヘリコプター（ＭＣＨ－１０１）

海自特別警備隊の移動や輸送任務のため、２ヵ年分３機を一括調達

■ Ｆ－１５近代化改修

防空能力の早期強化のため、２ヵ年分２０機を一括整備

新素材を用いた艦齢の延伸によるコストの低減

■ 民間委託等の推進

・ 教育、給食、整備等の分野での民間委託の推進

・ 地方協力本部の援護業務の民間開放及び募集業務の効率化の推進

■ 自衛隊生徒制度の見直し

・ 陸上自衛隊

→少年工科学校を高等工科学校（仮称）に改組し、

定員外の「生徒」の身分を新設して募集【新規】

・ 海上自衛隊・航空自衛隊

→募集を終了

総人件費改革への取組

契約方法の工夫による単価の軽減

■ 情報システム等借料の複数年度契約化による節減

・ コンピューター及び複写機等について、従来の単年度契約から複数年

度契約を行い、業者の中途解約リスク等をなくすことにより借料節減

一括調達の活用による効率性と優先度の追求

歳出削減に貢献しつつ、必要な防衛力を優先度を踏まえ
て整備するため、一括調達など新たな工夫を推進する。

■ 掃海艇（ＭＳＣ）のＦＲＰ化

機雷等の除去に有用なＭＳＣについて、船体に繊維強化プラスチック

（ＦＲＰ：Fiber Reinforced Plastic）を使用

→従来の木造船に比べ、艦齢を約２倍（約３０年）

に延伸可能となり、ライフサイクルコストを低減

歳出削減に貢献しつつ、必要な防衛力を優先度を踏まえ
て整備するため、一括調達など新たな工夫を推進する。

４ 効率性と優先度を踏まえた防衛力整備の推進
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民間委託の推進

※ ３６頁参照



５ 弾道ミサイル攻撃への対応

弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ）システムについて、迎撃シス

テムの取得が進捗したことを踏まえ、運用基盤の充実・強化

を図ることにより、運用の実効性を向上させる。

弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ）システムについて、迎撃シス

テムの取得が進捗したことを踏まえ、運用基盤の充実・強化

を図ることにより、運用の実効性を向上させる。

■ イージス艦用能力向上型迎撃ミサイルの日米共同開発 等

■ 多国間ＢＭＤカンファレンス（会議）への参加 等

ＢＭＤシステムの運用基盤の充実・強化

迎撃システムの整備の継続

■ ＢＭＤ対応イージス艦の改修の継続・ＰＡＣ－３ミサイルの取得

研究開発の継続等

予算額 １，１３２億円

■ レーダー等の整備

・ ＦＰＳ－５（旧称ＦＰＳ－ＸＸ）の整備 等

■ 維持・整備体制の構築
・ ペトリオット・システムの改修 等

■ システム能力の検証
・ ＰＡＣ－３ミサイルの発射試験 等

■ 迅速・適切な部隊配置の実現
・ ＰＡＣ－３リモートランチ端末の取得【新規】 等

■ 部隊の練度向上
・ ペトリオット戦術訓練シミュレーターの改修 等

ＦＰＳ－５の整備

ＰＡＣ－３ミサイルの
発射試験
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ＢＭＤ対応イージス艦
（ＳＭ－３発射試験）



■ 沿岸部等における警戒監視・情報収集

・ 移動監視レーダー等の整備

・ 沿岸監視訓練の実施

■ ゲリラや特殊部隊の捜索、重要施設防護

・ 各種車両、ヘリコプター、無線機の整備

■ 侵入したゲリラや特殊部隊の捕獲・撃破

・ ８９式小銃を全作戦基本部隊に整備

・ 都市型戦闘訓練

■ 警察との連携の強化

・ 治安出動に係る警察との共同訓練

ゲリラや特殊部隊による攻撃等への対応【７４０億円】

核・生物・化学兵器による攻撃への対処【１１１億円】

■ 対処に必要な各能力の充実

・ 予 防 ：天然痘ワクチン

・ 検知、同定：化学剤監視装置

・ 防 護 ：化学防護車、個人用防護装備

・ 診断、治療：生物剤対処用衛生ユニット

・ 除 染 ：除染車、除染装置、携帯除染器

・ 人材育成 ：各種事態への対応のための訓練

（ＮＢＣ防護訓練）

都市型戦闘訓練

警察との共同訓練

除染活動訓練

大規模・特殊災害等への対応【８７０億円】

■ 救出・救難態勢

救難捜索用航空機の整備（ＵＨ－６０Ｊ等）

■ 人員・物資輸送態勢

輸送用航空機の整備（ＣＨ－４７ＪＡ等）

■ 災害対処能力の向上

災害対処訓練の実施（自衛隊統合防災演習等）

テロやゲリラ、特殊部隊等による攻撃や大規模災害など
への対応能力の充実を図る。

テロやゲリラ、特殊部隊等による攻撃や大規模災害など
への対応能力の充実を図る。

６ 新たな脅威や多様な事態等への対応

災害対処訓練
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「在日米軍の兵力構成見直し等に関する政府の取組につ
いて」（平成１８年５月３０日閣議決定）を踏まえ、再編
関連措置を的確かつ迅速に実施するための施策を推進する。

「在日米軍の兵力構成見直し等に関する政府の取組につ
いて」（平成１８年５月３０日閣議決定）を踏まえ、再編
関連措置を的確かつ迅速に実施するための施策を推進する。

７ 在日米軍再編のための取組

■ キャンプ座間への陸上自衛隊中央即応集団司令部の移設 （１５億円）

■ 横田飛行場への航空自衛隊航空総隊司令部等の移設 （１３６億円）

■ 航空自衛隊車力分屯基地への弾道ミサイル防衛のための

米軍のレーダー・システムの配置 （０．３億円）

再編関連措置（地元の負担軽減に資する措置を除く）【１５１億円】

再編関連措置（地元の負担軽減に資する措置）【３７０億円】

ＳＡＣＯ関係経費【１４１億円】

■ 日米安全保障協議委員会（「２＋２」）共同文書による変更がないもの
については、引き続きＳＡＣＯ最終報告に盛り込まれた措置を着実に実施

■ 在沖米海兵隊のグアムへの移転 （４億円）

■ 普天間飛行場のキャンプ・シュワブへの移設 （８９億円）

■ 嘉手納飛行場以南の地域の土地の返還 （５億円）

■ 厚木飛行場から岩国飛行場への空母艦載機の移駐等 （９３億円）

■ 相模総合補給廠の一部返還等 （５６億円）

■ 嘉手納飛行場所在米空軍機の本土への訓練移転 （５８億円）

■ 地域振興策（再編交付金等） （６４億円）

※ この他、地元の負担軽減の観点等から特に早急

に実施する必要のある事業について、１９年度補

正予算に２０３億円を計上

※ この他、早期に実施する必要のある事業について、１９年度補正予算に６５億円を

計上

普天間飛行場
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将来の軍事科学技術の動向等を踏まえ、先進的な研究開
発を実施するとともに、より高度な情報通信態勢の構築を
推進する。

将来の軍事科学技術の動向等を踏まえ、先進的な研究開
発を実施するとともに、より高度な情報通信態勢の構築を
推進する。

８ 軍事科学技術の進展と情報通信態勢の構築

将来的な装備技術の研究開発【１，１８０億円】

■ 高運動ステルス機技術のシステム・インテグレーションの研究【新規】

■ ゲリラや特殊部隊による攻撃等への対応

・ 機動戦闘車の開発【新規】

■ 周辺海空域における艦艇及び航空機への対応

・ ＦＣＳ－３の性能向上の研究【新規】

・ 新艦対艦誘導弾用複合シーカーの研究【新規】

・ 戦闘機搭載型電子防御装置の開発【新規】

■ 将来のネットワーク化への対応

・ 将来ネットワーク型多目的誘導弾システムの研究【新規】

■ 核・生物・化学兵器による攻撃への対処

・ 新除染セットの研究【新規】

より高度な情報通信態勢の構築【１，７９２億円】

情報機能の強化

■ 政府・防衛省における政策判断に資するため、情報本部の機能を強化

・ 核、弾道ミサイル、テロ関連情報の収集・分析体制の充実強化

■ 中央指揮システム（ＣＣＳ）の換装【新規】

■ 米国の運用実態の調査

滞空型無人機に関する検討

総理官邸等

陸上自衛隊
システム

航空自衛隊
システム

海上自衛隊
システム

中央指揮システム

○ 各種映像のリアルタイム配信等
による防衛省から総理官邸等への
情報発信機能の強化

○ 各自衛隊からの情報集約機能の
向上等による意思決定支援機能の
強化

○ 文字、画像、映像の効果的な組
み合わせによる中央・部隊間の統
制・調整機能の強化

10

※ 研究開発については、１７頁参照



■ 新たな自衛官俸給表の構築、階級新設等及

び女性自衛官等に関する施策に係る検討態勢

の整備【新規】

■ 隊員の子育て支援として、夜勤や災害派遣

といった不規則な勤務状況に対応する託児施

設を整備（２４時間体制など）

■ 部外講師による部内相談員の育成や部外カ

ウンセラーを招聘するなど、各種相談体制を

整備し、隊員に対する心理的ケアを充実

自衛隊の人材強化の取組として、子育てと仕事を両立で
きる職場作りや、働きやすい環境づくりのための施策を推
進する。

自衛隊の人材強化の取組として、子育てと仕事を両立で
きる職場作りや、働きやすい環境づくりのための施策を推
進する。

９ 人材強化の取組と環境対策の推進

環境対策への取組

■ 庁舎の温度管理など職員の身近なところから環境への負荷軽減への取組

を行うとともに、省エネ・省資源対策等を推進

・ 大気汚染対策や廃棄物処理対策等

・ エンジン音を静粛化したＰ－１の導入【新規】

人材強化のための取組

託児施設（三宿駐屯地）

部外講師による部内相談員の育成

省エネ・省資源に関する展示会

11
部外講師による講演



１０ 基地対策等の推進

防衛施設と周辺地域との調和を図るため、基地周辺対策
を着実に実施するとともに、在日米軍の駐留を円滑かつ効
果的にするための施策を推進する。

防衛施設と周辺地域との調和を図るため、基地周辺対策
を着実に実施するとともに、在日米軍の駐留を円滑かつ効
果的にするための施策を推進する。

基地周辺対策経費【１，１９１億円】

在日米軍駐留経費負担【１，９２５億円】

施設の借料、補償経費等【１，３００億円】

■ 基地関連市町村等から要望の強い

周辺環境整備事業（河川・道路改修、

学校防音等）の実施

■ 周辺整備統合事業等の施策の充実

■ 飛行場等周辺の住宅防音事業の実施

■ 在日米軍従業員の給与及び光熱水料等を
負担

■ 提供施設の整備等の実施

うち特 別 協 定：１，４１６億円
提供施設の整備： ２０４億円

■ 防衛施設用地等の借上げ、漁業補償等の実施

うち周辺環境整備： ８４６億円
住 宅 防 音： ３４５億円

予算額 ４，４１５億円

佐世保海軍施設岸壁整備

河川改修

12



主要な装備品・組織等

13



主要装備品等総括表（陸上自衛隊）

２０年度

金額
(億円)調達量
総額

89式小銃 6,424丁 20,005丁 58

2

8

5

4

2

71

71

軽装甲機動車 173両 180両 56

96式装輪装甲車 17両 20両 29

乙
類

車両、通信器材、施設器材等 703億円 － 718

多用途ヘリコプター(UH-60JA) － 1機 44

連絡偵察機(LR-2) － 1機 23

93式近距離地対空誘導弾 2 ｾｯﾄ 2 ｾｯﾄ 19

個人携帯地対空誘導弾（改） 23 ｾｯﾄ 13 ｾｯﾄ 8

96式多目的誘導弾システム 1 ｾｯﾄ 1 ｾｯﾄ 20

多用途ヘリコプター(UH-1J) 16機 － －

戦闘ヘリコプター(AH-64D) 1機 － －

航
空
機

輸送ヘリコプター(CH-47JA) 1機 2機 99

87式偵察警戒車 1両 2両 5

6

48

194

32

対人狙撃銃 133丁 111丁

5.56㎜機関銃MINIMI 416丁 356丁

12.7㎜重機関銃 80丁 80丁

81㎜迫撃砲L16 9門 23門

120㎜迫撃砲RT 4門 4門

99式自走155㎜りゅう弾砲 8両 8両

90式戦車 9両 9両

甲
類

化学防護車 1両 3両

観測ヘリコプター(OH-1) 2機 2機

03式中距離地対空誘導弾 1個中隊 1個中隊

誘
導
弾

01式軽対戦車誘導弾 36 ｾｯﾄ 49 ｾｯﾄ

区 分
１９年度
調達数量

注：１ 調達量：各年度に新たに契約する量。
（取得までに要する期間は装備品によって異なり、２年から３年までの間）

２ 上記金額のほか、各装備品の製造等に要する初度費として総額３５２億円がある。

主要な装備品等

８９式小銃 輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７ＪＡ） ０３式中距離地対空誘導弾

14



主要装備品等総括表（海上自衛隊）

２０年度

金額
(億円)

調達量

総額

護衛艦(DD) 1隻 1隻 690

潜水艦(SS) 1隻 1隻 510

掃海艇(MSC) － 1隻 159

海洋観測艦(AGS) 1隻 － －

むらさめ型護衛艦等の短SAMシステム換装 (1隻) － ※ 1

掃海・輸送ヘリコプター（MCH-101） － 3機 214

哨戒ヘリコプター(SH-60K) 5機 － －

救難飛行艇(US-2) 1機 － －

初等練習機(T-5) 4機 4機 10

計器飛行練習機(TC-90) 2機 4機 40

次期回転翼練習機(TH-X) 1機 2機 18

646次期固定翼哨戒機（P-1） － 4機

艦

船

航

空

機

区 分
１９年度
調達数量

■ 護衛艦(ＤＤ(５，０００トン型＝１９ＤＤと同型)) 

５インチ砲

レーダーシステム

高性能２０㎜機関砲

対艦ミサイル

垂直発射装置（対潜水艦能力向上）

ソーナーシステム

注：１ 調達量：各年度に新たに契約する量。

（取得までに要する期間は装備品によって異なり、２年から５年までの間）

２ 上記金額のほか、各装備品の製造等に要する初度費として総額６１９億円がある。

※ むらさめ型護衛艦等の短ＳＡＭシステム換装に係る２０年度計上額（約１億円）は、１８年度に調達し

たシステムの搭載のための改修役務のみである。

【概要図】

Ｔ－５

ＴＣ－９０
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２０年度

金額
(億円)

調達量

総額

航
空
機

戦闘機(F-15)近代化改修

戦闘機(F-2)

輸送ヘリコプター(CH-47J)

救難捜索機(U-125A)

救難ヘリコプター(UH-60J)

早期警戒機(E-2C)の改善

早期警戒管制機(E-767)ﾚｰﾀﾞｰ機能の向上

偵察機(RF-4E)偵察機能の改善

(－)

8機

1機

1機

2機

(1.5機)

(4機)

(1機)

(20機)

－

1機

1機

1機

(2機)

(－)

(－)

609

－

35

67

52

8

(－)

(－)

45

3

7

誘
導
弾
等

地対空誘導弾(ﾍﾟﾄﾘｵｯﾄ(PAC-3ﾐｻｲﾙを除く))

爆弾用精密誘導装置

軽装甲機動車

－

－

8両

－

－

21両

区 分
１９年度
調達数量

主要装備品等総括表（航空自衛隊）

注：１ 調達量：各年度に新たに契約する量。

（取得までに要する期間は装備品によって異なり、２年から４年までの間）

２ 上記金額のほか、各装備品の製造等に要する初度費として総額１６４億円がある。

16
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主要研究開発総括表（技術研究本部）

２０年度

件 名 概 要 金額
（億円）

航空機の高運動性やステルス性等の各種技術の統合
に関する研究

機動戦闘車の開発
優れた機動力と装甲車両等に対する十分な火力を有
する装輪車両の開発※ 26

ＦＣＳ－３の性能向上の
研究

護衛艦用対空射撃システムであるＦＣＳ－３の小型
軽量化を図り、捜索・追尾能力の向上に関する研究

23

戦闘機搭載型電子防御装
置の開発

編隊を組む戦闘機の残存性を向上させる電子防御装
置の開発

30

艦対艦誘導弾用の複合シーカーに関する研究

将来ネットワーク型多目
的誘導弾システムの研究

ネットワークを活用し、目標を自動的に捜索・識別
する機能等を有する誘導弾に関する研究

6

放射性物質、生物剤及び化学剤に汚染された装備品
等の汚染除去に関する研究

高運動ステルス機技術の
システム・インテグレー
ションの研究

新艦対艦誘導弾用複合
シーカーの研究

新除染セットの研究

70

22

7

主要な研究開発等

※： 装備化する場合、戦車と併せ、戦車数量（現在の「防衛計画の大綱」では約６００両）を超えないこと
を想定した開発

艦艇レーダー
の捜索範囲

艦艇

航空機

戦闘機部隊に対する危険を軽減

対象となる艦艇・航空機のレーダーの探知能力を低減

（戦闘機搭載型電子防御装置の開発）（機動戦闘車の開発）

17

敵装甲戦闘車両に対する火力

空輸性、路上機動性等に優れた機動力



主要な組織改編

■ 空自戦闘機部隊の改編

・ Ｆ－４戦闘機の減勢に対応し、島嶼部に対する侵略や領空侵犯等に実

効的に対応できる体制を確保するため、沖縄の那覇基地にＦ－１５部隊

を配備

・ 百里基地に配備しているＦ－１５部隊（２０４飛行隊）と、那覇基地

に配備しているＦ－４部隊（３０２飛行隊）を入れ替え、所要の部隊改

編を実施

■ 陸自少年工科学校の改編

・ 生徒の身分を２１年度採用から定員外の「生徒」とするとともに、学校
における教育内容を見直し、名称を陸自高等工科学校（仮称）に変更

■ 陸自第１混成団の旅団化関連事業
・ 沖縄に配備している第１混成団を、２１年度に旅団化改編する予定であ

り、これに先立ち、２０年度に所要の施設整備に着手

那覇基地

百里基地

F-4

F-15

今後の旅団化のスケジュール（予定）

２０ ２１

庁舎等建設

旅
団
化

施設整備（２ヵ年）

18

庁舎イメージ



１９年度末 ２０年度末 増▲減

陸 上 自 衛 隊 161,645 160,620 ▲1,025

常 備 自 衛 官 153,220 152,212 ▲1,008

即 応 予 備 自 衛 官 8,425 8,408 ▲17

海 上 自 衛 隊 45,716 45,585 ▲131

航 空 自 衛 隊 47,313 47,138 ▲175

共 同 の 部 隊 152 1,115 963

統 合 幕 僚 監 部 343 347 4

情 報 本 部 1,903 1,906 3

合 計
257,072

(248,647)
256,711

（248,303）
▲361

（▲344）

■ 自衛官定数等の変更

合 計 ▲25122,72122,972

増▲減２０年度末１９年度末

■ 事務官等定員の変更

注： 各年度末の自衛官等の合計欄の下段（ ）内は、即応予備自衛官の員数を除いた自衛官の

定数である。

（単位：人）

(94.53)(94.92)(94.66)（ ）は平均充足率

44,71743,388144,994年間平均人員

航空自衛隊海上自衛隊陸上自衛隊

（単位：人）

注１： 予備自衛官補は１４年度から採用開始

注２： ２０年度に新たに１，６００人採用予定

47,900

計

8001,10046,000予備自衛官員数

航空自衛隊海上自衛隊陸上自衛隊

3,9203,920予備自衛官補の員数

計航空自衛隊海上自衛隊陸上自衛隊

■ 総人件費改革への対応（自衛官）
（単位：人）

■ 自衛官の年間平均人員等

■ 予備自衛官の員数

■ 予備自衛官補の員数

注１： ２０年度の削減数は▲１，０２９人であるが、各機関の増員１４人があるため、純減数は

▲１，０１５人

注２： ２０年度分を含む総人件費改革（１８年度末～）のための自衛官純減数の合計は▲８，６

８５人を計画。防医大の独法化による事務官等の▲１，０６５人も合わせると省全体では、

▲９，７５０人となる。

（単位：人・％）

（単位：人）

（単位：人）

注： 大臣、副大臣、大臣政務官×２を含む。

▲1,015

純減計

235,013236,028自衛官全体の実員

２０年度末１９年度末

19

注： ２０年度の員数増は行わない。
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防 衛 関 係 費
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１ 防衛関係費全般

対前年度

増△減額

対前年度

増△減額

防衛関係費 ４７，８１５ △８８

〔△０．２％〕

４７，４２６ △３８９

〔△０．８％〕

人件・糧食費 ２１，０１５

（４３．９％）

△３１９

〔△１．５％〕

２０，９４０

（４４．２％）

△７５

〔△０．４％〕

物件費 ２６，８００ ２３１

〔０．９％〕

２６，４８６ △３１５

〔△１．２％〕

〈繰延べ〉

歳出化経費

〈３１６〉

１７，６６２

（３６．９％）

２２３

〔１．３％〕

〈３１６〉

１７，２２４

（３６．３％）

△４３８

〔△２．５％〕

一般物件費

（活動経費）

９，１３８

（１９．１％）

８

〔０．１％〕

９，２６２

（１９．５％）

１２３

〔１．３％〕

平 成２０年度

予 算 額

平 成 １ ９ 年 度

予 算 額

〔 歳出予算 （三分類）〕 （単位：億円）

対前年度

増△減額

対前年度

増△減額

新規後年度負担 １７，７１１ ３

〔０．０％〕

１７，９７２ ２６０

〔１．５％〕

平 成 ２ ０年度

予 算 額

平 成 １ ９ 年 度

予 算 額

（単位：億円）

注：１ SACO関係経費及び米軍再編関係経費（地元負担軽減分）を除く。
２ 装備品等の製造に係る初度費一括計上による増額分1,298億円を含む。

〔 新規後年度負担 〕

23

(説明)
１．平成20年度の為替レートは、1ドル＝１１３円である。
２．（ ）は構成比、[ ]は対前年度伸率、< >は繰延べの数字である。

３．繰延べとは、当該年度に予定されていた歳出化経費の一部を翌年度以降に繰延べる措置をいい、上記の歳出化
経費は繰延べにより減額された後の経費を示す。

４．上記の他、平成20年度については、SACO関係経費として180億円、米軍再編関係経費（地元負担軽減分）として
191億円がある。

５．安全保障会議の経費については、平成20年度より、その他事項経費として組替え要求しているため、防衛関係費

総額は前年度成立予算額と符合しない（以下同じ）。
６．計数については、四捨五入によっているので計と符合しないことがある(以下同じ)。



防衛関係費は、人件・糧食費と物件費（事業費）に大別される。さらに、物件費（事

業費）は、歳出化経費と一般物件費（活動経費）に分けられる。

人件・糧食費 隊員の給与、退職金、営内での食事などにかかる経費

装備品の調達・修理・整備、油の購入、隊員の教育訓練、施設

物件費 事業費 整備、光熱水料等の営舎費、技術研究開発、周辺対策や在日米軍（ ）

駐留経費等の基地対策経費などにかかる経費

歳出化経費 １９年度以前の契約に基づき、２０年度に支払われる経費

一般物件費 ２０年度の契約に基づき、２０年度に支払われる経費
（ ）活動経費

防衛力整備においては、艦船や航空機等の主要な装備の調達、また、格納庫・隊舎等

の建設など、複数年度を要するものが多い。このため、複数年度に及ぶ契約（原則５年

以内）を行い、将来の一定時期に支払うことを契約時にあらかじめ国が約束をする。

後年度負担額とは、このような複数年度に及ぶ契約に基づき、契約の翌年度以降に支

払う金額をいう。

（例） １００億円の装備を４年間に及ぶ契約で調達する場合

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

契約 納入
↓ ↓ ↓ ↓

一部支払 一部支払 一部支払 残額支払
(10億円) (10億円) (20億円) (60億円)

一般物件費 歳出化経費 歳出化経費 歳出化経費

後年度負担額(90億円)

契約額(100億円)

（参 考）防衛関係費の構造

歳出額

後年度負担額
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歳出額と後年度負担額の関係

物件費（事業費）契約ベース ＝ 一般物件費（活動経費）＋ 新規後年度負担（２１年度以降の歳出化経費）
27,233 ＝ 9,262 ＋ 17,972

物件費（事業費）歳出ベース ＝ 一般物件費（活動経費）＋ 歳出化経費（２０年度歳出化経費）
26,486 ＝ 9,262 ＋ 17,224

注：１ ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費（地元負担軽減分）を除く。
２ 本図は概念図であり、グラフの長短と実際のデータが必ずしも一致するわけではない。

平成２０年度防衛関係費予算額
47,426

（△0.8）

単位：億円
（ ）：対前年度伸率（％）
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維持費等

4,127

〔44.6〕

基地対策経費等

3,889
〔42.0〕

研究開発費

266〔2.9〕

装備品等購入費等

211〔2.3〕

施設整備費等

118〔1.3〕

その他

651〔7.0〕

項 目 平 成 １ ９ 年 度

予 算 額

平 成 ２ ０ 年 度

予 算 額

対前年度

増△減額

維持費等

・油購入費

・修理費

・教育訓練費

・医療費等

・営舎費等（光熱水料、燃料費等）

３，９５８

８８０

１，７１８

２８７

２３４

８３８

４，１２７

１，００７

１，７４７

２８６

２３１

８５６

１６９

１２８

２９

△２

△４

１８

基地対策経費等

・周辺環境整備、住宅防音

・在日米軍駐留経費負担

・施設の借料、補償経費等

３，８８７

８８６

１，７３４

１，２６７

３，８８９

８９０

１，７３３

１，２６７

２

３

△１

０

研究開発費 ２６１ ２６６ ５

装備品等購入費等 ２１５ ２１１ △４

施設整備費等 １１３ １１８ ５

その他（電子計算機等借料等） ７０４ ６５１ △５３

合 計 ９，１３８ ９，２６２ １２３

（単位：億円）一般物件費の内訳

一般物件費

（活動経費）

２０年度予算額

9,262

単位：億円、％
［ ］：構成比

26
注：ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費（地元負担軽減分）を除く。

２ 一般物件費（活動経費）



３ 物件費（契約ベース）

項 目 平 成 １ ９ 年 度

予 算 額

平 成 ２ ０ 年 度

予 算 額

対前年度

増△減額

維持費等 １０，２２１ １１，００８ ７８６

油購入費 ８８０ １，００７ １２８

航空機購入費 ２，１１０ １，８０８ △３０２

艦船建造費等 １，４６０ １，６３９ １８０

修理費 ７，６０７ ８，３１２ ７０５

教育訓練費等 １，７３５ １，６８９ △４６

基地対策経費等 ４，４９９ ４，４１５ △８４

研究開発費 １，３２７ １，１５３ △１７４

装備品等購入費 ５，１６３ ５，２３４ ７０

施設整備費等 １，１６２ １，２００ ３９

その他（電子計算機等借料等） ９０８ ７７６ △１３２

合 計 ２６，８５０ ２７，２３３ ３８４

（単位：億円）物件費（契約ベース）の内訳

物件費（契約ベース）＝一般物件費（活動経費）＋新規後年度負担

△３０１１，８０３２，１０４航空機購入費

１７７１，６２４１，４４７艦船建造費

６７６６，５６５５，８８９修理費

６１７６，８８１６，２６４維持費等

３４１，０８２１，０４８施設整備費等

△７８１２５２０４電子計算機等借料等

２６０１７，９７２１７，７１１合 計

７６５，０４４４，９６７装備品等購入費

△１７９８８７１，０６６研究開発費

△８６５２６６１２基地対策経費等

△５８３１６３７５教育訓練費

対前年度

増△減額

平 成 ２ ０ 年 度

予 算 額

平 成 １ ９ 年 度

予 算 額

項 目

（単位：億円）（参考）新規後年度負担の内訳

注：ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費（地元負担軽減分）を除く。

27

注：１ ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費（地元負担軽減分）を除く。
２ 装備品等の製造に係る初度費一括計上による増額分1,298億円を含む。



（参考資料）

伸率の推移

防衛関係費の推移
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49,287 49,198 49,215
49,385

47,815

49,262 48,760

48,297

47,903
47,426

49,392

46,000

46,500

47,000

47,500

48,000

48,500

49,000

49,500

50,000

１０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

億円

△0.8

0.3

0.0 0.0

△0.2

△0.8

△1.0△1.0

△0.3
△0.2

△0.3

-1.2

-1

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0

0.2

0.4

１０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

％

注：１ 上記は歳出ベースである。

２ 上記のほか、ＳＡＣＯ関係経費として、

平成１０年度：１０７億円 平成１１年度：１２１億円 平成１２年度：１４０億円

平成１３年度：１６５億円 平成１４年度：１６５億円 平成１５年度：２６５億円

平成１６年度：２６６億円 平成１７年度：２６３億円 平成１８年度：２３３億円

平成１９年度：１２６億円 平成２０年度：１８０億円

米軍再編関係経費（地元負担軽減分）として、

平成１９年度： ７２億円 平成２０年度：１９１億円 がある。



0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

三分類の推移

注：ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費（地元負担軽減分）を除く。

（ ）：対前年度伸率 (％)
[  ] ：歳出予算の構成比（％）

｛ ｝：対前年度増△減額
《 》：繰延べ

億円

[44.4]
21,651

｛△534｝

[35.9］
17,362

｛△96｝
《332》

[19.8]
9,652
｛414｝

[19.4]
9,376

｛△276｝

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

[44.5]
21,334

｛△225｝

[36.9]
17,662
｛223｝
《316》

[19.1]
9,138
｛8｝

（△1.0）
48,760

｛△501｝

（△1.0)
48,297

｛△463｝

（△0.2)
47,815
{△88}

（△0.8)
47,903

｛△394｝

[44.6]
21,559

｛△92｝

[36.4]
17,439
｛77｝
《351》

[19.1]
9,130

｛△246｝

平成20年度

（△0.8)
47,426
{△389}

[19.5]
9,262

｛123｝

[36.3]
17,224

｛△438｝
《316》

[43.9]
21,015

｛△319｝

歳出化経費

一般物件費

人件・糧食費

[35.8］
17,458

｛△381｝
《220》

[44.2]
20,940

｛△75｝

29



機関別内訳

30

注：１ 上記は歳出ベースである。

２ 上記の他、平成１９年度はＳＡＣＯ関係経費として１２６億円、米軍再編関係経費（地元負担軽減分）とし

て７２億円、平成２０年度はＳＡＣＯ関係経費として１８０億円、米軍再編関係経費（地元負担軽減分）とし

て１９１億円がある。

（単位：億円、％）

区 分
平成19年度
予 算 額

平成20年度
予 算 額

増△減額 伸 率

防 衛 関 係 費 ４７，８１５ ４７，４２６ △３８９ △０．８

防 衛 省 ４７，８１５ ４７，４２６ △３８９ △０．８

（防 衛 本 省） ４４，０５３ ４７，２３１ ３，１７９ ７．２

陸 上 自 衛 隊 １７，５０４ １７，３２５ △１７９ △１．０

海 上 自 衛 隊 １１，４７３ １０，６９４ △７７９ △６．８

航 空 自 衛 隊 １１，００４ １１，２６２ ２５８ ２．３

小 計 ３９，９８１ ３９，２８２ △６９９ △１．７

内 部 部 局 １，４１９ ４，９４７ ３，５２８ ２４８．６

統 合 幕 僚 監 部 １４７ １４９ ２ １．４

情 報 本 部 ５０８ ５６１ ５３ １０．３

防 衛 大 学 校 １４４ １４８ ４ ２．６

防衛医科大学校 ２０２ ２２４ ２２ １０．９

防 衛 研 究 所 １６ １７ １ ４．９

技 術 研 究 本 部 １，５６３ １，８３１ ２６８ １７．１

装 備 施 設 本 部 ７１ ６９ △２ △２．８

防 衛 監 察 本 部 １ ４ ３ ３１６．６

小 計 ４，０７１ ７，９４９ ３，８７８ ９５．３

（地 方 防 衛 局） １１３ １９４ ８２ ７２．６

（防 衛 施 設 庁） ３，６５０ － △３，６５０ △１００



基地対策等の推進

区 分

平成19年度

予 算 額

平成20年度

予 算 額

対 前 年 度

増 △ 減 額

対 前 年 度

伸 率

備 考

基 地 対 策 等 の 推 進

<  4,499 >

4,628

<  4,415 >

4,544

< △ 84 >    
△ 84

< △ 1.9 >

△ 1.8

周 辺 環 境 整 備

<    852 >

833

<    846 >

829

< △ 6 >

△ 4

< △ 0.7 >     
△ 0.5 生活環境施設等の整備の助成等

（河川・道路改修、学校防音、ごみ

処理施設等の整備）

(1)基 地 周 辺 対 策 経 費

<  1,193 >

1,174

<  1,191 >

1,174

< △ 2 > 
△ 1

< △ 0.2 >

△ 0.1

住 宅 防 音 341 345 3 1.0 住宅防音工事の助成

(2)在日米軍駐留経費負担

<  2,017 >

2,173

<  1,925 >

< 2,083 >

< △ 92 >

△ 90

< △ 4.6 >

△ 4.1

特 別 協 定 1,409 1,416 8 0.5

労 務 費 1,150 1,158 7 0.6
在日米軍に勤務する従業員の

給与費の負担

光 熱 水 料 等 253 253 0 0.0 在日米軍の光熱水料等の負担

訓 練 移 転 費 5 5 0 6.1 在日米軍の訓練移転費の負担

提 供 施 設 の 整 備

基 地 従 業 員 対 策 等

<    301 >

457

<    204 >

362

< △ 97 >

△ 95

< △32.2 >

△20.7 在日米軍施設（隊舎等）の整備

308 305 △ 3 △ 1.0 社会保険料事業主負担分等

(3)施設の借料、補償経費等

<  1,289 >

1,281

<  1,300 >

1,287

<     11 >

6

<    0.8 >

0.5
防衛施設用地等の借上げ及び

漁業補償等

注：１ 上段＜ ＞内は、契約ベースである。
２ 下段は歳出ベース（一般物件費＋歳出化経費）である。
３ 計数は、四捨五入によっているので符合しないことがある。

（単位：億円、％）
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特別行動委員会（SACO）関係経費

32

（単位：百万円、％）

平成19年度 平成19年度 平成20年度 対前年度 対前年度
予  算  額 補正予算額 予  算  額 増△減額 伸　　率

(A) (B) (C) (D=C-A)

< 17,002> < 0> < 8,066> <△ 8,936> < △ 52.6>
 １ 土地返還のため 5,500 0 13,347 7,847 2.4倍
　　の事業

< 1,793> < 0> < 1,684> <△ 109> < △ 6.1>
 ２ 訓練改善のため 1,590 0 1,698 108 6.8
　　の事業

< 383> < 0> < 205> <△ 178> < △ 46.4>
 ３ 騒音軽減のため 371 0 234 △ 136 △ 36.8
　　の事業

< 3,648> < 6,503> < 4,183> < 535> < 14.7>
 ４ ＳＡＣＯ事業の 5,099 6,503 2,707 △ 2,393 △ 46.9
　　円滑化を図るた
  　めの事業

< 22,826> < 6,503> < 14,138> <△ 8,688> < △ 38.1>
12,560 6,503 17,986 5,426 43.2

注：１　計数は、四捨五入によっているので符合しないことがある。

　　２　上段 <　　> 内は、契約ベース、下段は歳出ベース（一般物件費＋歳出化経費）である。

　　３　予算額は、当初予算額である。

　　４　伸率は、小数点２位を四捨五入した。

事　　　　　項 備　　　　　考

沖縄に関する特別行動
委員会の最終報告に盛
り込まれた措置を実施

(D/A)

合　　　　　計

提供施設を移転して当
該提供施設の返還を受
けるための移設工事及
び補償等

騒音軽減イニシアティ
ヴの実施

沖縄に関する特別行動
委員会の最終報告に盛
り込まれた措置を円滑
に実施するための事業

沖縄県道１０４号線越
え実弾射撃訓練の本土
移転等に伴う人員等の
輸送及び訓練を安全に
実施するための施設整
備等



米軍再編関係経費（地元負担軽減分）
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（単位：百万円、％）

平成19年度 平成19年度 平成20年度 対前年度
予　算　額 補正予算額 予　算　額 増△減額

< 301 > < 0 > < 400 > < 99 > < 33.0 >
１在沖米海兵隊のグアムへの 301 0 400 99 33.0

移転

< 8,433 > < 338 > < 9,395 > < 963 > < 11.4 >
２沖縄における再編のための 1,192 338 5,049 3,858 4.2倍

事業
< 8,187 > < 338 > < 8,903 > < 717 > < 8.8 >

（１）普天間飛行場の移設 1,003 338 4,831 3,828 4.8倍

< 246 > < 0 > < 492 > < 246 > < 2.0倍 >
（２）嘉手納以南の土地の 189 0 219 29 15.6
　　 返還

< 105 > < 0 > < 5,639 > < 5,533 > <53.5倍 >
３米陸軍司令部の改編に関連 105 0 264 159 2.5倍

した事業

< 2,300 > < 5,100 > < 9,336 > < 7,035 > < 4.1倍 >
４空母艦載機の移駐等のため 142 1,855 5,843 5,701 41.2倍

の事業

< 373 > < 202 > < 5,829 > < 5,456 > <15.6倍 >
５訓練移転のための事業 373 202 1,123 750 3.0倍

< 5,127 > < 14,664 > < 6,428 > < 1,300 > < 25.4 >
６ 5,127 14,664 6,428 1,300 25.4

< 5,051 > < 0 > < 6,184 > < 1,133 > < 22.4 >
（１）再編交付金 5,051 0 6,184 1,133 22.4

< 76 > < 14,664 > < 243 > < 167 > < 3.2倍 >
（２）基地周辺対策等 76 14,664 243 167 3.2倍 住宅、学校の防音工事等

< 16,640 > < 20,304 > < 37,026 > < 20,386 > < 2.2倍 >
7,240 17,059 19,107 11,867 2.6倍

　注：１　計数は、四捨五入によっているので符合しないことがある。

　　２　上段 <　　> 内は、契約ベース、下段は歳出ベース（一般物件費＋歳出化経費）である。

　　３　予算額は、当初予算額である。

　　４　伸率は、小数点２位を四捨五入した。

合　　　　　　計

再編関連措置の円滑化を
図るための事業

(B)

相模総合補給廠の一部返還等
に関する事業

厚木飛行場から岩国飛行場へ
の空母艦載機の移駐等に関す
る事業

(C) (D=C-A)

在沖米海兵隊のグアムへの移
転に関する事業

(D/A)(A)
「在日米軍の兵力構成見直し
等に関する政府の取組につい
て」（平成１８年５月３０日
閣議決定）を踏まえ、再編関
連措置を的確かつ迅速に実施
するための施策を推進

事　　　　　　　項
伸　　率

備　　　　　考
対前年度

嘉手納飛行場所在米空軍機の
本土への訓練移転に関する事
業

普天間飛行場のキャンプ･シュ
ワブへの移設に関する事業

嘉手納飛行場以南の地域の土
地の返還に関する事業



事業名
平成20年度
予 算 額

備 考

１ ゲリラ等によるテロ等への対応 ３６５
各種事態への対応のための訓練の
実施など

２ 生物・化学兵器等によるテロ等への対応 ４６９
ＮＢＣ偵察車の研究、化学剤検知
器など

３ 大規模・特殊災害等への対応 ６６５
初動対処器材、災害対処訓練の実
施など

計 １，４９８

重点施策推進予算額

（組織）防衛本省 （単位：百万円）
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（ 参 考 資 料 ）
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■ 一括調達の活用

・ 陸自８９式小銃 約３億円節減

・ 海自次期固定翼哨戒機（Ｐ－１） 約１０６億円節減

・ 海自掃海･輸送ヘリ（ＭＣＨ－１０１） 約３０億円節減

・ 空自戦闘機（Ｆ－１５）近代化改修 約１６８億円節減
（注）節減額については、現時点の試算であり、今後の調達状況により変動する見込み

■ 情報システム等借料の複数年度契約化 約２５億円節減

■ 仕様等の見直し

・ 掃海艇の船体を木造から繊維強化プラスチック（ＦＲＰ）化することに

より、従来に比べ艦齢を約２倍（約３０年）に延伸可能

・ 空自ＪＡＤＧＥシステム部品への民生品活用 約６億円節減

・ 陸自・空自の輸送ヘリのエンジン等を用途廃止機から転活用

約３４億円節減

■ 整備要領の見直し

・ 定期修理間隔の延長 陸自装輪車 ： 約１億円節減

空自短ＳＡＭ： 約１１億円節減

■ 教育訓練要領の見直し

・ 陸自の米国における実動訓練と射撃訓練を統合 約１億円節減

■ コスト縮減達成目標の設定

・ 装備品関連事業を対象に、各種の効率化施策により、平成２３年度まで

に１５％、２１年度までに９％のコスト縮減率を目指す

■ 装備品調達に対する競争性や透明性の向上

・ 装備品調達のチェック機能を強化するため、第三者機関などにより監視

体制を拡大・強化

・ 一般輸入調達の改善に向け在米連絡官７名の振替増員、調査研究事業

合理化・効率化・透明化への取り組み ※ 計数については、今後変更が有りうる

36

これらの取組に加え、昨年１０月に設置した総合取得改革推進プロジェクト

チームにおいて、装備品等の効果的かつ効率的な取得に向け検討し、各種施

策を実施していく。
【具体的内容例】

・ ライフサイクルコストの統一的な算定方法を確立し、情報の蓄積・共有や事後検証

によりコスト意識を向上

・ 航空機の機種選定について、参加者募集の公示等の制度化、選定理由の説明内容拡

充等の手続きの見直しを図り、さらには競争入札方式の適用拡大を検討

・ 研究開発事業が十分な効果を挙げているかについて検証し、効果的・効率的な研究

開発の在り方を検討



２０年度

整備数量

整 備 累 計
(17～20年度)

戦車 ４９両 ９両 ４１両

火砲（迫撃砲を除く） ３８両 ８両 ３０両

装甲車 １０４両 ２２両 ７９両

戦闘ヘリコプター（ＡＨ－６４Ｄ） ７機 － ４機

輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７ＪＡ） １１機 ２機 ５機

中距離地対空誘導弾 ８個中隊 １個中隊 ５個中隊

イージス・システム搭載護衛艦の能力向上 ３隻 － ３隻

護衛艦 ５隻 １隻 ３隻

潜水艦 ４隻 １隻 ４隻

新固定翼哨戒機 ４機 ４機 ４機

哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｋ） ２３機 － １５機

掃海・輸送ヘリコプター（ＭＣＨ－１０１） ３機 ３機 ３機

地対空誘導弾ペトリオットの能力向上
２個群及び
教育所要等

－
２個群及び

教育所要等

戦闘機（Ｆ－１５）近代化改修 ２６機 ２０機 ２６機

戦闘機（Ｆ－２） ２２機 － １８機

新戦闘機 ７機 － －

新輸送機 ８機 － －

輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７Ｊ） ４機 １機 ３機

空中給油・輸送機（ＫＣ－７６７） １機 － １機

航
空
自
衛
隊

海
上
自
衛
隊

陸
上
自
衛
隊

主 要 装 備 中 期 防
(17～21年度)

整 備 数 量

中期防衛力整備計画（平成１６年１２月１０日閣議決定）の整備数量と２０年度整備数量
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編成定数 １５万５千人

常備自衛官定員 １４万８千人

即応予備自衛官員数 ７千人

８個師団
平時地域配備する部隊

６個旅団

１個機甲師団
機動運用部隊

中央即応集団

地対空誘導弾部隊 ８個高射特科群

戦車 約６００両

主要特科装備 約６００門／両

護衛艦部隊(機動運用) ４個護衛隊群（８個隊）

護衛艦部隊(地域配備) ５個隊

潜水艦部隊 ４個隊

掃海部隊 １個掃海隊群

哨戒機部隊 ９個隊

護衛艦 ４７隻

潜水艦 １６隻

作戦用航空機 約１５０機

航空警戒管制部隊 ８個警戒群

２０個警戒隊

１個警戒航空隊（２個飛行隊）

戦闘機部隊 １２個飛行隊

航空偵察部隊 １個飛行隊

航空輸送部隊 ３個飛行隊

空中給油・輸送部隊 １個飛行隊

地対空誘導弾部隊 ６個高射群

作戦用航空機 約３５０機

うち戦闘機 約２６０機

イージス・システム搭載護衛艦 ４隻

航空警戒管制部隊 ７個警戒群

４個警戒隊

地対空誘導弾部隊 ３個高射群

弾道ミサイル防衛
にも使用し得る

主要装備・基幹部隊

主要装備

基幹部隊

航空自衛隊

主要装備

基幹部隊

海上自衛隊

主要装備

基幹部隊
陸上自衛隊

注： 「弾道ミサイル防衛にも使用し得る主要装備・基幹部隊」は海上自衛隊の主要装備又は航空自衛隊の
基幹部隊の内数。

平成１７年度以降に係る防衛計画の大綱（平成１６年１２月１０日閣議決定）（別表）
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平成１９年度補正予算の概要

39

内 容 金額(億円)

１ 人事院勧告の実施に伴う経費 ７０

２ 油購入費

○ 原油価格高騰に伴う単価差分 １２４

３ サミット準備経費

１

○ 要人輸送のための器材の整備経費

４ 米軍再編関係経費（地元の負担軽減に資する措置） ２０３ ※

○ 普天間飛行場のキャンプ・シュワブへの移設 ３

○ 厚木飛行場から岩国飛行場への空母艦載機の移駐等 ５１ ※

○ 嘉手納飛行場所在米空軍機の本土への訓練移転 ２

○ 基地周辺対策 １４７

５ ＳＡＣＯ関係経費 ６５

合 計 ４６３ ※

※ 後年度負担額３２億円を含む。
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